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弊社は、国立大学及び大学共同機関の法人化に伴って２００４（平成１６）
年４月にスタートした「国立大学法人総合損害保険」（国大協保険）及び「国
立大学附属病院損害賠償責任保険」（病院長会議保険）の二つの保険の代理
店として、２００５（平成１７年）１月に設立されました。国立大学等のニーズ
を的確に把握した業務運営が確保されるよう、国立大学協会の会長、事業実
施委員会委員長、専務理事等を出資者とする有限会社とされています。
その後、社会の変化に伴う国立大学等のニーズの拡大に対応して、国立大
学協会との密接な連携の下に、逐次国大協保険のメニューの充実を図るとと
もに、日本国際教育支援協会による学生向けの「学研災付帯学生生活総合保
険」や「学研災付帯海外留学保険」、国立大学附属病院における「臨床研究保
険」、国立大学等の「無給研究員向け保険」、「国立大学法人役員賠償責任保
険」などの各種の保険取扱業務や「留学生（派遣・受入れ）の危機管理支援サービス」の紹介業務など
を実施してきています。
また、国立大学法人経営協議会学外委員への資料提供や各国立大学等における保険・リスクマネジメ
ントに関する研修会への講師派遣等の支援を行うほか、毎月、「国立大学リスクマネジメント情報」を
WEB上に掲載・配信しており、最近では新型コロナウィルス感染症や豪雨災害への対応、民法や著作権
法の改正など、国立大学のリスクマネジメントに関するタイムリーな情報提供に努めています。
さらに、２０１８（平成３０）年１０月からは、厚生労働大臣の許可を得て、大学を含む法人・団体の役員・
管理職員、研究者その他の専門的職業などを主な取扱職種とした有料職業紹介事業を開始しています。
今後とも、弊社は、国立大学及び大学共同機関の様々なニーズに応え、きめ細かいサービスの提供・
充実に最善を尽くしてまいります。皆様の倍旧のご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上
げます。

２０２０（令和２）年１０月� 代表取締役社長　木谷　雅人

ごあいさつ

主な業務

保険関係業務
国立大学法人総合損害保険（国大協保険）の普及・定着と充実のサポート

・  国大協保険の代理店
・  国大協、引受保険会社等との連携協力による国大協保険制度運営サポート

国立大学法人の活動を支援する保険の募集、契約等
・  国立大学附属病院損害賠償責任保険（病院長会議保険）、臨床研究保険、等
・  学研災付帯学生生活総合保険（付帯学総）、学研災付帯海外留学保険（付帯海学）

各種保険の紹介、相談等
・  行事保険、無給研究員向け保険、国立大学法人役員賠償責任保険、等
・  留学生（派遣・受入れ）危機管理支援サービスのご紹介

国立大学法人のリスクマネジメントに関する支援サービス
・  「国立大学リスクマネジメント情報」の WEB 掲載・配信による情報提供
・  国立大学法人経営協議会学外委員への資料等の無償提供
・  国大協保険、その他国立大学の活動を支援する保険の学内説明会等支援
・  リスクマネジメントに関する研修会等の講師のご紹介

有料職業紹介業

国大協の刊行物の受託販売
・  「国立大学法人職員必携」

その他の業務
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会社概要

商　号 有限会社 国大協サービス

所在地
〒 101-0054
東京都千代田区神田錦町 3-23　錦町ＭＫビル 6F

連絡先等
TEL：03-5283-0051
E-mail：info@janu-s.co.jp

主な株主
（発行済株式 60 株）

一般社団法人国立大学協会 会長	 永田　恭介　（筑波大学学長）
　　　　　　　　　　　　 事業実施委員会委員長	 松尾　清一　（東海国立大学機構長）
　　　　　　　　　　　　 専務理事	 山口　宏樹　（前埼玉大学長）
　　　　　　　　　　　　 常務理事	 戸渡　速志
有限会社国大協サービス　 代表取締役社長	 木谷　雅人

関連団体等
一般社団法人 国立大学協会
一般社団法人 国立大学病院長会議
公益財団法人 日本国際教育支援協会

代理店受託
契約保険会社

三井住友海上火災保険株式会社
損害保険ジャパン株式会社
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社

沿革等

平成
2005（１７）年	　１月　有限会社国大協サービス設立（1.14）

（１７）年	　２月　保険代理店登録完了（2.24）
（１７）年	　４月　国立大学法人総合損害保険（国大協保険）の代理店業務開始

国立大学附属病院損害賠償責任保険（病院長会議保険）の代理店業務
開始

2006（１８）年	　４月　学研災付帯学生生活総合保険（付帯学総）の代理店業務開始
2008（２０）年	１０月　「国立大学リスクマネジメント情報」を創刊（無料配信開始）
2009（２１）年	　４月　臨床研究保険の取扱業務開始
2010（２２）年	　２月　�「IDE　現代の高等教育」を各国立大学法人の民間経営協議会委員に送

付開始
2011（２３）年	　８月　「国立大学リスクマネジメント情報」３周年記念シンポジウム

「震災から学ぶリスクマネジメント」開催（8.1）
2012（２４）年	１２月　�単行本として「国立大学リスクマネジメント情報」４周年記念特別号

を刊行
2014（２６）年	　４月　無給研究員向け保険（傷害 ⁄ 賠償）の取扱業務開始

（２６）年	１１月　再生医療等臨床研究保険の取扱業務開始
2015（２７）年	　１月　�単行本として「国立大学リスクマネジメント情報」６周年記念特別号

を刊行
（２７）年	　６月　学研災付帯海外留学保険（付帯海学）の代理店業務開始
（２７）年	１１月　国立大学法人役員賠償責任保険の取扱業務開始

2018（３０）年	１０月　有料職業紹介業の許可（厚生労働大臣）を取得
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　国大協保険は、国立大学に共通に必要な保険種目を財産保険（火災保険）の特約としてまとめた画期的な構成となっています（メ
ニュー1）。さらに保健管理センターを対象とした診療所賠償責任保険（メニュー2）、役員傷害保険（メニュー3）、ヨット・モーターボ
ート総合保険メニュー4）を加え、全体としてパッケージ化して提供しています。

一般の保険を手配した場合

＜資産の損失に対する補償＞   
　○財産保険（火災保険）   
　　オールリスク等の各種特約   
　○情報メディアに関する財産保険   
　○休業による減収をカバーする保険

＜損害賠償に対する補償＞   
　○賠償責任保険   
　○海外活動担保等の特約   
　○賃貸のオフィスや宿舎に対する保険   
　○インターネットに関連する賠償責任保険   
　○個人情報漏洩に対する保険

　
○医療事故に対する賠償責任保険 ※

＜従業員、役員に対する補償＞   
　○労災総合保険   
　○役員傷害保険 

＜その他の保険＞   
　○ヨット・モーターボート保険   
　○自動車保険   
　○船舶保険　等   

※附属病院における医師賠償責任保険及び医療施設賠償責任保険は、　
国立大学附属病院長会議が団体保険契約を行っています。

国立大学法人総合損害保険

＊総合賠償責任保険（特約）   
＊施設被災者対応費用補償特約   
　（増額オプション…2006（平成18）年度新設）   
＊インターネット賠償責任補償特約   
＊海外活動賠償責任補償特約
　（期間延長オプション…2008（平成20）年度新設）   
＊借家人賠償責任補償特約   
＊個人情報漏えい等賠償責任補償特約…2005（平成17）年度新設

   
　
（付）個人情報漏えい等費用損害補償特約…2005（平成17）年度新設

 

＊学校専門賠償責任補償特約…2006（平成18）年度新設

＊受託物損壊補償特約…2010（平成22）年度新設  

＊追加被保険者特約   

＊国際交流活動対応費用補償特約…2011（平成23）年度新設

＊労働災害総合保険（特約）   
　（付）海外危険補償特約   
＊使用者賠償責任補償特約…2006（平成18）年度新設 

＊オールリスク特約   
＊情報メディア損害補償特約   
＊業務補償特約   

財産保険（基本補償）＜必須加入＞

＊船体条項  
＊搭乗者傷害危険担保特約条項  
＊捜索救助費用担保特約条項  
＊レース中損害不担保特約条項  

ヨット・モーターボート総合保険…2006（平成18）年度新設 

賠償責任保険＜必須加入＞

　パッケージ化による事務作業の軽減と併せ、保険手配に必要なリスクの分析、財産データの整理等の事務作業を、文部科学省提供
データとモデル校のリスクサーベイにより全大学に適用できる枠組みとして構築し、大幅な事務ロードの軽減を実現しました。

　事務ロードの軽減は保険会社においてもコストの削減を可能とし、国立大学全体を母集団とすることによるスケールメリットと併せて、
低廉な保険料を実現しています。

個別手配 

（付）天災・特定感染症補償特約   
（付）就業中のみ補償特約   

傷害保険（役員）

診療所賠償責任保険
（医療従事者個人賠償責任オプション…2011（平成23）年度新設）
（勤務医師個人賠償責任オプション……2012（平成24）年度新設）

　国立大学法人総合損害保険は、2004（平成16）年4月の国立大学の法人化に対応すべく、国
立大学協会において、各大学からのアンケートによるご要望を踏まえ、文部科学省、有識者のご意
見も伺いながら開発した保険で、国立大学法人のリスクに対応する各種の保険を一つにまとめた
他に例をみないユニークな保険であり、保険手配の効率化と低廉な保険料を実現しています。

（学内適用オプション…2020（令和２）年度新設）
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火災・落雷・破裂・爆発・風災・ひょう災・雪災 
※資産台帳等で管理する建物、動産を対象 
※明記物件については、加入依頼書と併せて提出の明細書により申請の場合に対象 

施設、生産物、業務に起因する賠償責任を負担する場合 
※教職員が業務中に被った身体障害への賠償は対象外（政府労災で対応） 
※医療業務、医療施設での賠償は、国立大学附属病院賠償責任保険又はメニュー2で対応 

施設内における第三者（工事等の業務従事中を除く）の死亡、後遺障害、入院、通院、不当拘束
に対する見舞金　　＜ボランティア等への増額オプションあり＞ 
※学生、業務中の教職員は対象外 

総合賠償責任保険（特約）、インターネット賠償責任補償特約、海外活動賠償責任補償特約、
個人情報漏えい等賠償責任補償特約、学校専門賠償責任補償特約、受託物損壊補償特約に
ついて、教職員の業務上の行為による個人の賠償責任を補償対象とする 

水濡れ・盗難・水災・電気的機械的事故・破汚損 
※試験測定機器、産業機器、医療機器については電気的機械的事故、破汚損を除く（復活担保可） 

管理する国内所在の情報記録媒体に記録されたプログラム、ソフトウェアおよびデータの
偶然の事故・不正アクセス・不法侵入した第三者の行為・ウイルスにより、情報に生じた 
損害（情報の再取得費用）

国内でのネットワークの所有使用管理・情報メディアの提供にあたり、第三者の業務遂行の阻
害・プライバシー侵害・名誉毀損・著作権侵害に起因して賠償責任を負担する場合 

一時的（120日以内）な海外での活動に起因し他人の身体又は財物に損害を与え賠償責任を
負担する場合　　＜1年までの活動を対象とする期間延長オプションあり＞ 

個人情報・法人情報の管理または管理の委託にともなって発生した個人情報等の漏えいに対
する賠償責任を負担する場合 

海外で行う事業のため派遣された海外駐在員等（労災第三種特別加入）に対する上記の補償 
※外国出張の場合は、上記の労働災害総合保険（特約）で対応 

役員が急激かつ偶然な外来の事故により身体に被った傷害を補償（死亡、後遺障害、入院、通院） 
※天災と特定感染症の担保・非担保、24時間担保と就業中のみ担保の選択可 

保険事故の発生により附属病院の収益事業が休止した場合の喪失利益・収益減少防止費用 

借用施設の火災・破裂・爆発・水漏れにより貸主に対する賠償責任を負担する場合 

他機関において借り受けて使用する研究機器等（受託物）に対する賠償責任を負担する場合
＜共同研究等により、大学施設内で短期間（90日以内）使用する受託物を補償する学内適用オプションあり＞ 

職業上相当な注意を用いなかったことによる賠償責任を負担する場合（対学生）

国家公務員災害補償制度と政府労災の給付差に相当する部分を法定外補償規程に基づき補償 

政府労災による給付及び上記特約による補償を超えて賠償責任を負担する場合 

 
財産保険（基本補償） 

 
追 加 被 保 険 者 特 約 

総 合 賠 償 責 任 保 険 
（特約） 

施設被災者対応費用
補 償 特 約 

オ ー ルリスク 特 約 

業 務 補 償 特 約 

保健管理センターにおける医療行為、施設管理、提供飲食物に起因して賠償責任を負担する場合 

ヨット・モーターボートに対する、賠償責任保険、船体保険、搭乗者傷害保険、捜索費用保険 

診療所賠償責任保険 

傷 害 保 険（ 役 員 ） 

海 外 危 険 補 償 特 約 

情 報 メディア 損 害 
補 償 特 約 

イ ン タ ー ネ ット 
賠 償 責 任 補 償 特 約 
海 外 活 動 賠 償 責 任 
補 償 特 約 

個 人 情 報 漏えい 等 
賠 償 責 任 補 償 特 約 

借 家 人 賠 償 責 任 
補 償 特 約 

個 人 情 報 漏 え い 等
費 用 損 害 補 償 特 約 

受託物損壊補償特約 

学 校 専 門 賠 償 責 任 
補 償 特 約 

労 働 災 害 総 合 保 険 
（特約） 

使 用 者 賠 償 責 任 
補 償 特 約 

ヨット・モーターボート
総 合 保 険 

メニュー1 

国立大学法人総合損害保険 

メニュー2 

メニュー3 

メニュー4 

国際交流活動対応費用
補 償 特 約 

個人情報・法人情報の管理または管理の委託にともなって発生した事故（個人情報等の漏えい・それ
を引き起こすおそれのある不正アクセス等の行為）の解決のために支出した費用損害を負担する場合 

海外からの留学生･受入研究者（雇用関係にある者は除く）、大学・学部からの派遣学生が病
気や事故等に遭遇したために対応する費用、大学が学生の派遣を中止した際のキャンセル費用等

　国大協保険は、国立大学に共通に必要な保険種目を財産保険（火災保険）の特約としてまとめた画期的な構成となっています（メ
ニュー1）。さらに保健管理センターを対象とした診療所賠償責任保険（メニュー2）、役員傷害保険（メニュー3）、ヨット・モーターボ
ート総合保険メニュー4）を加え、全体としてパッケージ化して提供しています。

一般の保険を手配した場合

＜資産の損失に対する補償＞   
　○財産保険（火災保険）   
　　オールリスク等の各種特約   
　○情報メディアに関する財産保険   
　○休業による減収をカバーする保険

＜損害賠償に対する補償＞   
　○賠償責任保険   
　○海外活動担保等の特約   
　○賃貸のオフィスや宿舎に対する保険   
　○インターネットに関連する賠償責任保険   
　○個人情報漏洩に対する保険

　
○医療事故に対する賠償責任保険 ※

＜従業員、役員に対する補償＞   
　○労災総合保険   
　○役員傷害保険 

＜その他の保険＞   
　○ヨット・モーターボート保険   
　○自動車保険   
　○船舶保険　等   

※附属病院における医師賠償責任保険及び医療施設賠償責任保険は、　
国立大学附属病院長会議が団体保険契約を行っています。

国立大学法人総合損害保険

＊総合賠償責任保険（特約）   
＊施設被災者対応費用補償特約   
　（増額オプション…2006（平成18）年度新設）   
＊インターネット賠償責任補償特約   
＊海外活動賠償責任補償特約
　（期間延長オプション…2008（平成20）年度新設）   
＊借家人賠償責任補償特約   
＊個人情報漏えい等賠償責任補償特約…2005（平成17）年度新設

   
　
（付）個人情報漏えい等費用損害補償特約…2005（平成17）年度新設

 

＊学校専門賠償責任補償特約…2006（平成18）年度新設

＊受託物損壊補償特約…2010（平成22）年度新設  

＊追加被保険者特約   

＊国際交流活動対応費用補償特約…2011（平成23）年度新設

＊労働災害総合保険（特約）   
　（付）海外危険補償特約   
＊使用者賠償責任補償特約…2006（平成18）年度新設 

＊オールリスク特約   
＊情報メディア損害補償特約   
＊業務補償特約   

財産保険（基本補償）＜必須加入＞

＊船体条項  
＊搭乗者傷害危険担保特約条項  
＊捜索救助費用担保特約条項  
＊レース中損害不担保特約条項  

ヨット・モーターボート総合保険…2006（平成18）年度新設 

賠償責任保険＜必須加入＞

　パッケージ化による事務作業の軽減と併せ、保険手配に必要なリスクの分析、財産データの整理等の事務作業を、文部科学省提供
データとモデル校のリスクサーベイにより全大学に適用できる枠組みとして構築し、大幅な事務ロードの軽減を実現しました。

　事務ロードの軽減は保険会社においてもコストの削減を可能とし、国立大学全体を母集団とすることによるスケールメリットと併せて、
低廉な保険料を実現しています。

個別手配 

（付）天災・特定感染症補償特約   
（付）就業中のみ補償特約   

傷害保険（役員）

診療所賠償責任保険
（医療従事者個人賠償責任オプション…2011（平成23）年度新設）
（勤務医師個人賠償責任オプション……2012（平成24）年度新設）

　国立大学法人総合損害保険は、2004（平成16）年4月の国立大学の法人化に対応すべく、国
立大学協会において、各大学からのアンケートによるご要望を踏まえ、文部科学省、有識者のご意
見も伺いながら開発した保険で、国立大学法人のリスクに対応する各種の保険を一つにまとめた
他に例をみないユニークな保険であり、保険手配の効率化と低廉な保険料を実現しています。

（学内適用オプション…2020（令和２）年度新設）
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国大協保険の普及、定着と充実のサポート

「国立大学法人総合損害保険」（国大協保険）の取扱代理店として国大協、引受保険会社等と
の連携協力による国大協保険制度運営のサポートをしています。

研修会・説明会の開催

国大協保険支払状況

国大協保険創設の2004（平成16）年度から2019（令和元）年度まで16年間の国大協
保険（メニュー１）支払状況（累計）

 KDS 国大協サービス 
 

国立大学リスクマネジメント情報 
20２０(令和２)年 9 月号             http://www.janu-s.ｃo.jp/ 

 
 

区大京 
 
 

 国大協保険の保険金支払概況（４） 
 

国立大学法人総合損害保険（国大協保険）は、2004（平成１６）年度のスタートか

ら昨年度で１６年が経過しました。これまでも、国大協保険の支払概況についてお知ら

せしてきましたが、本号では最新データを基に分析してみます。 

 

１．創設から１６年間の支払状況 
 

    国大協保険は、メニュー１：財産系保険・賠償系保険・労災系保険、メニュー２：保健管理セ

ンターの賠償責任保険、メニュー３：役員の傷害保険、メニュー４：ヨット・モーターボート総

合保険の４つのメニューから構成されています。 

国大協保険創設の 2004（平成 16）年度から 2019（令和元）年度までの 16 年間における

メニュー１から４の保険金支払金額は次の表のとおりとなります。なお、メニュー４は 2006

（平成 18）年度創設のため１４年間となります。 

 

国大協の国立大学法人総合損害保険運営委員会の意見書でも、「火災をはじめ、台風・落雷等の

自然災害のほか、水濡れ事故、盗難、個人情報漏えい、労働災害等に幅広く対応し、総合補償機能

を十分に発揮している」との評価をいただいています。（平成30年10月24日） 

 

＜各メニューの保険金支払状況＞ 
 

 全年度合計 年度ごと最大 年度ごと最小 年度ごと平均 

メニュー１ 80 億 5,089 万円 9 億 8,736 万円 2 億 472 万円 5 億 318 万円 

メニュー２ 3,990 万円 3,916 万円 0 円 249 万円 

メニュー３ 1,921 万円 1,013 万円 1 万円 120 万円 

メニュー４ 4,863 万円 682 万円 158 万円 347 万円 
 
 
 
２．メニュー１の保険金支払状況 
 

（１）メニュー１保険種別による保険金支払状況 
 

 国大協保険のうち大学全体のリスク全般をカバーしているのがメニュー１です。ただし、地

震・噴火・津波については、発生すると被害が広範囲かつ甚大になるおそれがあるため、政府

がサポートする地震保険制度を除き、一般の保険で補償対象とすることは難しく、国大協保険

も補償対象としていません。なお、国の災害復旧費制度では、これらの災害が対象となってい

ます。 

メニュー１の保険金の支払件数と支払金額を財産系保険、賠償系保険、労災系保険の種別で

見てみると以下のとおりとなります。 

支払件数では財産系保険と賠償系保険の件数はほぼ半々ですが、支払金額ではそのほとんど

が火災、風災、水濡れによる財産系保険の支払いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

特集テーマ 

賠償系保険 ９％ 

労災保険 4％ 

財産系保険 

４５％ 

賠償系保険 

５１％ 

労災系保険 7％ 

保険金支払件数 保険金支払金額 

財産系保険 

８４％ 

（１） 

 KDS 国大協サービス 
 

 
（２）財産系事故の保険金支払状況 

 
財産系保険の支払いのほとんどを占める財産保険（基本補償）とオールリスク特約の補償事

由別の支払件数と支払金額を見ると、件数では「風災・ひょう災」３２％、「落雷」2４％、

「火災」１８％がそれぞれ約１/４を占めますが、支払金額では、「火災」が 5３％と約 1/2

を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 

＜財産系事故の保険金支払例＞ 
 

①火災 

 
 
 
 
 
 
     

②台風 

年 度 概 要 保険金支払金額 

2004 年度 台風１８号による大学構内建物等の被害。 52,728 千円 

2011 年度 台風６号により講堂屋上防水、野球場破損。 32,136 千円 

2006 年度 台風１３号による大学構内建物等の被害。 28,961 千円 

 
③落雷 

年 度 概 要 保険金支払金額 

2009 年度 落雷原因により研究所の変電所変圧器が故障。 59,006 千円 

2010 年度 落雷により防災監視盤・警備装置・電話回線機が破損。 57,711 千円 

2008 年度 落雷により実験装置ならびに自動火災報知設備が破損。 34,276 千円 

 

  ④雪災 

年 度 概 要 保険金支払金額 

2008 年度 倒木による煉瓦塀の破損。 16,378 千円 

2007 年度 積雪による各所施設の破損。 15,163 千円 

2008 年度 積雪により土留めが損壊。  8,530 千円 

 

 
 

 

年度 事故内容 保険金支払額 

2018 年度 実験中に火災。 369,890 千円 

2012 年度 燃焼実験中に薬品に引火。学生負傷。 327,132 千円 

2010 年度 実験室から出火。学生負傷。 196,918 千円 

2016 年度 実験室内、研究機器のコード周りから出火。 184,556 千円 

火災
18%

風・ひょう災
32%落雷

24%

雪災
3%

水濡れ
9%

水災
4%

盗難
1%

その他 9%

火災
53%

風・ひょう災
21%

落雷
10%

雪災
1%

水濡れ
7%

水災
3%

盗難
0%

その他 5%
保険金支払件数 

 

保険金支払金額 

（２） 

 KDS 国大協サービス 
 

⑤水濡れ 

 

⑥その他 

 

 

 

 

 

 
 水濡れ・その他の事故を補償するためにはオールリスク特約に加入する必要があります。特に

近年頻発する台風・豪雨災害に備えるためにもオールリスク特約の加入は重要です（３.（２）参

照）。 
 
 
 

（３）賠償系事故の保険金支払状況 
 

賠償系の保険では、対人賠償・対物賠償を広くカバーする総合賠償責任保険の保険金支払事

故原因を見ると、件数では、草刈・除雪によるケガや車両毀損、倒木や枝折れによるケガや車

両毀損、側溝のふたや入構ゲートが壊れている等の施設瑕疵による事故が多く起こっています。 

 

一方、支払金額を見ると、正課中や大学管理下での事故が多く、約半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜賠償系事故の支払例＞ 

 
   ①正課・管理下 

 

 

 

 

   ②課外活動・大学祭 

 

 

 
 

年度 事故内容 保険金支払額 

2004 年度 病院３階の配管が破裂。漏水し階下のＣＴ等機器被害。 109,652 千円 

2004 年度 上記による休診の収入補償。  2,758 千円 

2012 年度 研究棟３階より水濡れし、階下の研究機器が損傷。 29,940 千円 

年度 事故内容 保険金支払額 

2017 年度 １月〜２月の寒波による凍結破損。 36,509 千円 

2017 年度 病院等機械室の配管凍結。 23,304 千円 

2015 年度 寒波により空調機内冷水コイルが破損。 14,910 千円 

2017 年度 東電の変電所に落雷がありキャンパス全域が停電。 22,409 千円 

2017 年度 キャンパス周辺で落雷による停電が発生し、キャンパス内
各種設備が壊れた。 

4,963 千円 

年度 事故内容 保険金支払額 

2007 年度 正課活動での登山中で学生が落石の直撃をうけ死亡。 66,838 千円 

2010 年度 実験中爆発により、学生が負傷。 32,859 千円 

2007 年度 学生が実習中に粉砕機に手を巻き込まれる。 25,114 千円 

年度 事故内容 保険金支払額 
2008 年度 陸上部員が部活中、トレッドミルで転倒し怪我。 4,400 千円 

2008 年度 学園祭のクレープを作りおきしたために食中毒が発生。 3,877 千円 

2011 年度 学園祭において、落馬事故発生。 2,804 千円 

48%

4%3%

13%

8%

6%

2%

2%
14%12%

12%

17%

18%

9%

13%

5%

3%
11%

正課・管理下 

課外活動・大学祭 

草刈・除雪 

倒木・溢水 

漏水 

施設瑕疵 

強風・突風 

落雪 

課外活動・大学祭 

倒木・溢水 

その他 

正課・管理下 

草刈・除雪 

漏水 

落雪 

（３） 

その他 

施設瑕疵 

保険金支払件数 保険金支払金額 

強風・突風 

保険金支払金額
（総額 約80億５千万円）

財産系事故の保険金支払状況
（総額 約67億６千万円）

賠償系事故の保険金支払状況
（総額 約７億１千万円）
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国大協サービス　保険サポートデスク
T E L：050-3533-8794
E-mail：info@janu-s.co.jp

HPに保険担当者のページを開設（2018（平成30）年度～）

日常の照会対応

1 
 

 ２０２０（令和２）年度版  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産保険 

総合賠償責任保険特約 

労働災害総合保険特約 

費用利益保険特約 

 

 

＜契約内容変更手続き連絡・相談窓口＞ 

 

 

 

令和 ２年 ４月 １日 

一般社団法人 国立大学協会 
 

（引受保険会社） 

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社（主幹事社） 

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社（副幹事社） 

あ い お いニ ッ セイ 同 和 損害 保 険株 式 会 社          

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 

 
（取 扱 代 理 店） 

有 限 会 社 国 大 協 サ ー ビ ス 

 

 

 
 

国立大学法人総合損害保険 

メニュー1：加入内容変更の手引き 

【取扱代理店 有限会社国大協サービス】 

〒１０１－００５４ 東京都千代田区神田錦町３－２３錦町ＭＫビル６階 

TEL：03-5283-0051／FAX：03-5283-0052 

○�引受保険会社のご協力いただき、各大学の保険担当者が保険の概要・Q&Aや各種手引き、現在の加入状況の確
認や、 変更の際の届出様式などのダウンロードができるようになっています。

　また、一部のメニューについてはWEB上で保険料の計算を行えるようにしています。
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24時間補償
団体割引 30%適用付帯学総は学研災の補償を拡大

国立大学法人の活動を支援する保険の募集、契約等

○�国立大学病院長会議が制度運営する「国立大学附属病院損害賠償責任保険」の取扱代理店として、募集・契約等の
業務を行っています。

○�学生の教育・研究中のケガや賠償責任を低廉な保険料で補償する保険として、公益財団法人日本国際教育支援協
会が制度運営する学生教育研究災害傷害保険（「学研災」）、学研災付帯賠償責任保険（「付帯賠責」）があります。こ 
の保険には、全国の国公私立大学・短期大学生約280万人が加入しています。

○�学研災に加入した学生を対象とした上乗せ補償として、病気の治療費を含め24時間の学生生活全般を幅広く補
償する学研災付帯学生生活総合保険（「付帯学総」）が2006（平成18）年度から創設され、弊社は、同保険の国立
大学における取扱代理店として東京海上日動あんしんコンサルティング（株）（TAC）と共同で募集・契約等の業
務を行っています。

国立大学附属病院損害賠償責任保険

学研災付帯学生生活総合保険（付帯学総）

疾病
（医療費実費）

賠償

医療費
（実費）
医療費

（定額）
死亡

後遺障害
（定額）

その他

正課中等 日常生活

オプション 育英費用 ※3

オプション 学業費用 ※3

オプション 感染予防費用

学研災付帯賠償責任保険
（付帯賠責）※1

（学研災）
学生教育研究災害傷害保険

学研災付帯
学生生活総合保険
（付帯学総）
（インバウンド付帯学総※5）

※2

ケ

　ガ

死亡保険金※3

後遺障害保険金※3

賠償責任保険金※4

治療費用保険金＜日本国内のみ＞※3

救援者費用等保険金

※１　付帯賠責の補償は付帯学総の賠償責任保険の補償と重複する。
※２　正課中等の原因で疾病になることは一般的に考えられない。精神障害は補償外。
※３　2013（平成25）年度より、地震もしくは噴火又はこれらによる津波によるケガも補償する「天災危険担保特約」を新設。
※４　2015（平成27）年度より、示談代行サービスを付帯。
※５　2017（平成29）年度より、留学期間に合わせて月単位で加入できる「インバウンド付帯学総」が創設。「死亡」、「後遺障害」
　　　は必須加入、「賠償責任」、「治療費用」（留学期間 3 か月以内は傷害定額）、「救援者費用」は選択可能。
※６　2019（平成31）年度より、インバウンド付帯学総も生活用動産+借家人賠償責任のオプションを選択可能。

オプション 生活用動産+借家人賠償責任
＜日本国内のみ＞※6
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各種保険の紹介・相談等

各国立大学法人が個別に契約する各種保険について、ご相談に応じ、 
契約のお手伝いをしています。

国際交流活動（受入・派遣留学生）危機管理サービスのご紹介を行っています。

（主な取扱保険）

○公開講座等参加者の傷害保険（行事保険）

○外部委員及び非常勤講師の傷害保険、旅行保険

○各国立大学法人が保有する自動車の保険

○大学関連NPO法人の賠償責任保険

○�国をあげて大学教育のグローバル化が進む中、海外への留学生をサポートする「学研災付帯海外留学保険（付帯海
学）」の取り扱いも始めました。

学研災付帯海外留学保険（付帯海学）

○�臨床研究法（2018（平成30）年4月施行）や医学系研究倫理指針により医薬品、医療機器を用いた介入を伴う臨
床研究では、補償措置を講ずることが必要となり損害保険各社が臨床研究に関する保険を販売しています。弊社は、
各社の国立大学における見積・契約等の業務を行っています。

　�また、再生医療等安全確保法（2014（平成26）年11月施行）が適用される臨床研究のための「再生医療サポー
ト保険」についても見積・契約等の業務を行っています。

臨床研究保険

○�大学・学部・研究科が契約者となり、無給の研究員等を無記名・包括方式で加入させることができる傷害保険、賠
償責任保険の見積・契約等の業務を行っています。

無給研究員向け保険

○�国大協保険の適用外の部分で、役員個人が第三者（教職員、学生を含む）から「経済損害」「精神損害」による賠
償を請求された場合に対応できる「国立大学法人役員賠償責任保険」の見積・契約等の業務を行っています。

　�2020（令和2）年度募集から、雇用関係における法人の賠償責任を補償する「雇用慣行法人オプション」が新設
されました。

国立大学法人役員賠償責任保険
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国立大学法人のリスクマネジメントに関する支援サービス

①情報誌「国立大学リスクマネジメント情報」の配信による情報提供
　大学の中にはたくさんのリスクが存在します。「自然災害」、「実験事故」、「入試ミス」、「パワハラ」、「情報漏え
い」、「医療過誤」、「漏水事故」等々。
　本誌では大学で実際に起きた災害や事件事故（リスク）の概要、賠償事例、判例、新聞報道された大学のリス
ク関連記事、大学での取り組みや対応状況、防止策、国大協保険等対応について取り上げています。

再発防止策 発生時の対応

事件・事故に対する
賠償事例、判例の紹介新聞報道記事
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弊社ホームページから配信登録（無料）ができます。

国 大 協 サ ー ビ ス

☆�テーマ別にバックナンバー検索が可能に
なりましたので、こちらもご活用いただ
ければ幸いです。

国立大学リスクマネジメント情報　配信登録について

メールアドレスをご登録いただければ、毎月発行の際、メールにてURLをお知らせし、弊社HPより無料で購読できます。（受信
設定にご注意ください）

ご登録は国大協サービスのホームページ　https://www.janu-s.co.jp/　から

①ホームページのバナーをクリック

②配信登録をクリック

③メールアドレスを入力し、登録をクリックし、登録情報を入力してください。

④弊社より配信登録完了のメールが自動配信されます。

10



③国大協保険、その他国立大学の活動を支える保険の学内説明会等支援

○損害保険の基礎知識
○国立大学法人と損害保険
○国大協保険の概要
○学生に関する保険の概要
○保険事故発生状況
○賠償責任の基本的考え方　等

○�国大協保険、その他国立大学の活動を支援する保険の学内説明会に弊社職員又は保険会社担当者を派遣いたします。

○�弊社発行の「国立大学リスクマネジメント情報」、「IDE～現代の高等教育」、国立大学協会定期刊行物等を弊社広報活動
の一環として提供しています。

⑤その他の業務

○学内規程の整備、体制構築の際の専門コンサルタントのご紹介いたします

④リスクマネジメントに関する研修会等の講師のご紹介

○リスクマネジメント
○メンタルヘルス、ヘルスケア
○労働災害、安全衛生　等

○リスクマネジメントに関する研修会等の講師をご紹介いたします。

※取扱職種の範囲：�法人・団体の役員、法人・団体の管理職員、その他の管理的職業、 
研究者、大学教員、その他の専門的職業、一般事務の職業

②国立大学法人経営協議会学外委員への資料等の無償提供

有料職業紹介業
2018（平成30）年10月1日より有料職業紹介事業の仕組

求職者
（例えば、大学の教員、幹
部職員（退職者を含む）、教
育行政経験者など）

（学校法人、大学、企業など） 国大協サービス求人者

応募、面接、採用

人材の紹介

求人のご紹介
ご登録

求人の申込み
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23頁Ⅰ　高等教育政策等

•
•
•
•

８　人材育成・修学支援制度等

34

国大協の刊行物の受託販売

「国立大学法人職員必携」の販売
○�弊社ホームページ（https://www.janu-s.co.jp）からインターネットでの申込み、または申込書様式を 

ダウンロード、記載の上、FAX（03-5283-0052)　でお申し込み下さい。
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Ⅱ　国立大学協会としての取組

Ⅳ　大学制度（変遷）の概要

Ⅲ　国立大学法人制度の概要
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Ⅵ 参考リンク 
  

〇国立大学法人に関する主要データ（国立大学協会） 

 国立大学に関して公開されている基礎データのまとめ 

 【一般ページ】https://www.janu.jp/univ/gaiyou/ 

  ・広報誌「国立大学」別冊 データで見る国立大学 

  ・基礎資料集 

1  国立大学の概要 

 2  学生 

 3  教職員 

 4  入試 

 5  教育 

 6  学生の進路 

 7  卒業生・修了生 

 8  研究 

 9  産学官連携 

10  国際化 

11  大学ランキング 

12  社会貢献 

13  附属病院 

14  財政 

15  施設 

 【会員専用ページ】https://kaiin.janu.jp/member/shiryo/fact/ 

  ・基礎資料集参考資料 

  

〇ｅ－Ｇｏｖ法令検索（総務省行政管理局） 

 現行施行されている法令（憲法、法律、政令、勅令、府令、省令、規則）のポータルサイ

ト 

 https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0100/ 

 

〇ｅ－Ｓｔａｔ政府統計の総合窓口（総務省統計局、独立行政法人統計センター） 

 各府省等が公表する統計データ、公表予定、新着情報、調査票項目情報などの各種統計情

報のポータルサイト 

 https://www.e-stat.go.jp/ 

 

〇大学ポートレート（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学ポートレートセンター） 

 国公私立の大学・短期大学が参加する教育情報を公表するウェブサイト 

 【国内版（日本語）】https://portraits.niad.ac.jp/ 

 【国際発信版（英語）】https://jpcup.niad.ac.jp/ 
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２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、国立大学法人等に追加して出資

することができる。   注）「金銭」による追加出資の根拠規定     注）「金銭」による追加出資の根拠規定  

３ 政府は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、土地、建物その他の土地の定着物及びその

建物に附属する工作物（第六項及び第三十四条の二において｢土地等｣という。）を出資の目的として、国立大

学法人等に追加して出資することができる。 

４ 政府は、前項の規定により土地を出資の目的として出資する場合において、国立大学法人等が当該土地の全

部又は一部を譲渡したときは、当該譲渡により生じた収入の範囲内で文部科学大臣が定める基準により算定し

た額に相当する金額を独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に納付すべき旨の条件を付することができる。 

注）文科大臣が定める基準＝財務大臣との協議（法 36-1）。

注）国立大学法人等が出資された土地を譲渡したときに独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に納付す 

べき金額を算定する基準（平 16 文科告 52。平 28 文科告 78 により題名等改正＝「国立大学財務・経営センター」

を「大学改革支援・学位授与機構」に改める。）。 

 （原則）「土地の譲渡額から百万円（費用の総額が百万円を超える場合は費用の総額）を控除した額」（＝ 

「納付算定対象額」）に二分の一を乗じて得た金額  を納付 

 （例外）① 施設の移転（法人化前の施設の移転を含む。）に伴う土地の譲渡の場合 

 納付算定対象額に相当する金額（納付算定対象額から当該移転事業に政府が交付した額（法

人化前の支出額を含む。）を差し引いてなお残額がある場合は、その残額に二分の一を乗じて得

た金額を当該交付金額に加えた金額）  を納付     

② 代替地の取得が必要であるなどの特別の事情がある土地の譲渡の場合

文部科学大臣が国立大学法人等の長と協議して定める金額 を納付 

注）法人法規則第 19 条（土地の譲渡に関する報告）

◎ 法人成立時に各国立大学法人等に出資された土地についても同じ（法人法附則第 9 条第 3 項等（34 頁）

及び法人法規則附則第 3 条（70 頁）参照）。 

注）文科大臣が定める基準＝財務大臣との協議（法 36-1）。

注）国立大学法人等が出資された土 渡したときに独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に納付す た土地を譲渡  

べき金額を算定する基準（平 16 文科告 52。平 28 文科告 78 により題名等改正＝「国立大学財務・経営センター」

を「大学改革支援・学位授与機構」に改める。）。 

 （原則）「土地の譲渡額から百万円（費用の総額が百万円を超える場合は費用の総額）を控除した額」（＝ 

「納 額」）に「納付算定対象額 に二分の一   を納付 を乗じて得た金額   

 （例外）① 施設の移転（法人化前の施設の移転を含む。）に伴う土地の譲渡の場合 

納付算定対象額に相当する金額（納付算定対象額から当該移転事業に政府が交付した額（法

人化前の支出額を含む。）を差し引いてなお残額がある場合は、その残額に二分の一を乗じて得

た金額を当該交付金額に加えた金額）  を納付     

② 代替地の取得が必要であるなどの特別の事情がある土地の譲渡の場合

文部科学大臣が国立大学法人等の長と協議して定める金額 を納付 

注）法人法規則第 19 条（土地の譲渡に関する報告）

◎ 法人成立時に各国立大学法人等に出資された土地についても同じ（法人法附則第 9 条第 3 項等（34 頁）

及び法人法規則附則第 3 条（70 頁）参照）。

５ 国立大学法人等は、第二項又は第三項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を

増加するものとする。 

６ 政府が出資の目的とする土地等の価額は、出資の日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額

とする。    注）土地等＝本条第3項    注）土地等＝本条第3項

７ 前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。 

注）政令＝法人法施行令第1条（評価委員の任命等）注）政令＝法人法施行令第1条（評価委員の任命等）

８ 国立大学法人等は、準用通則法第四十八条本文に規定する重要な財産のうち、文部科学大臣が定める財産を

譲渡したときは、当該譲渡した財産に係る部分として文部科学大臣が定める金額については、当該国立大学 

法人等に対する政府からの出資はなかったものとし、当該国立大学法人等は、その額により資本金を減少する

ものとする。 

注）文科大臣が定める財産＝法人法第7条第3項又は附則第9条第2項の規定により国から出資された土地

（平16.3.5文部科学大臣決定 15文科会1888）

文科大臣が定める金額＝財務大臣との協議（法36-1）

法人法規則第20条（資本金の減少対象額等の通知等）

＊ 準用通則法第48条（財産の処分等の制限）＝23頁参照

注）文科大臣が定める財産＝法人法第7条第3項又は附則第9条第2項の規定により国から出資された土地

（平16.3.5文部科学大臣決定 15文科会1888）

文科大臣が定める金額＝財務大臣との協議（法36-1）

法人法規則第20条（資本金の減少対象額等の通知等）

＊ 準用通則法第48条（財産の処分等の制限）＝23頁参照

注）国立大学法人等は政府全額出資法人であることから、会計検査院法（昭22法73）第22条第5号（「国が資

本金の二分の一以上を出資している法人の会計」）により、その会計の全てが会計検査院の検査対象となる。

注）国立大学法人等は政府全額出資法人であることから、会計検査院法（昭22法73）第22条第5号（「国が資

本金の二分の一以上を出資している法人の会計」）により、その会計の全てが会計検査院の検査対象となる。

準用通則法第九条（登記） 

第九条 国立大学法人等は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 

注）政令＝独立行政法人等登記令第2条（設立の登記）、第3条（変更の登記）、第7条（解散の登記）、等。

登記を怠ったとき＝二十万円以下の過料（法40-Ⅰ-11）

注）設立の登記については、準用通則法第16条・第17条（4頁）参照

注）政令＝独立行政法人等登記令第2条（設立の登記）、第3条（変更の登記）、第7条（解散の登記）、等。

登記を怠ったとき＝二十万円以下の過料（法40-Ⅰ-11）

注）設立の登記については、準用通則法第16条・第17条（4頁）参照

２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三者に対抗

することができない。 

（参考）国立大学法人の解散の登記については、「政令」で定められる。 

① 旧筑波技術短期大学法人、旧富山大学法人、旧富山医科薬科大学法人及び旧高岡短期大学法人

の解散の登記（平 17 法 49 附則第 5 条第 14 項）→ 平 17 政令 291 第 6 条第 1 項（文部科学大

臣は、遅滞なく、その解散の登記を登記所に嘱託しなければならない。）

② 国立大学法人大阪外国語大学の解散の登記（平 19 法 89 附則第 2 条第 12 項）

→ 平 19 政令 290 第 4 条

③ 国立大学法人岐阜大学の解散の登記（令元法 11 附則第 3 条第 11 項）→  令元政令 97 第 10 条 

（参考）国立大学法人の解散の登記については、「政令」で定められる。 

① 旧筑波技術短期大学法人、旧富山大学法人、旧富山医科薬科大学法人及び旧高岡短期大学法人

の解散の登記（平 17 法 49 附則第 5 条第 14 項）→ 平 17 政令 291 第 6 条第 1 項（文部科学大

臣は、遅滞なく、その解散の登記を登記所に嘱託しなければならない。）

② 国立大学法人大阪外国語大学の解散の登記（平 19 法 89 附則第 2 条第 12 項）

→ 平 19 政令 290 第 4 条

③ 国立大学法人岐阜大学の解散の登記（令元法 11 附則第 3 条第 11 項）→  令元政令 97 第 10 条

4 
（名称の使用制限） 

第八条 国立大学法人又は大学共同利用機関法人でない者は、その名称中に、それぞれ国立大学法人又は大学 

共同利用機関法人という文字を用いてはならない。   注）違反した者＝十万円以下の過料（法人法第41条）   注）違反した者＝十万円以下の過料（法人法第41条）

準用通則法第十一条（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の準用） 

準用通則法第十四条（法人の長及び監事となるべき者） 

準用通則法第十五条（設立委員） 

準用通則法第十六条及び第十七条（設立の登記） 

第二節 国立大学法人評価委員会 

第九条 文部科学省に、国立大学法人等に関する事務を処理させるため、国立大学法人評価委員会（以下｢評

価委員会｣という。）を置く。 

２ 評価委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 国立大学法人等の業務の実績に関する評価に関すること。 

注）評価委員会は、国立大学法人等に係る年度評価（法人法第31条の2第1項各号）、4年目終了時評価（同第

2号。5年目に実施）、中期目標期間終了時評価（同第3号）を実施する（17頁参照）。なお、国立大学は、

別途、学校教育法第109条に規定する認証評価機関による評価（認証評価）を受ける必要がある。 

注）評価委員会は、国立大学法人等に係る年る年度評価（法人法第31条の2第1項各号）、44年目終了時評価（同第

2号。5年目に実施）、中期目標期間終了時評価（同第3号）を実施する（17頁参照）。なお、国立大学は、

別途、学校教育法第109条に規定する認証評価機関による評価（ 価）を受ける必要がある。（認証評価

◎ 国立大学法人等の「設立」に関し、通則法第十四条から第十七条を準用◎ 国立大学法人等の「設立」に関し、通則法第十四条から第十七条を準用

第十一条 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第四条及び第七十

八条の規定は、国立大学法人等について準用する。 

注）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平 18 法 48） 

第四条 一般社団法人及び一般財団法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 

第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた

損害を賠償する責任を負う。   注）代表者に不法行為（故意・過失）がある場合の法人の責任  

注）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平 18 法 48） 

第四条 一般社団法人及び一般財団法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 

第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた

損害を賠償する責任を負う。       注）代表者に不法行為（故意・過失）がある場合の法人の責任 

第十四条 文部科学大臣は、国立大学法人等の学長（当該国立大学法人が設置する国立大学の全部につい

て国立大学法人法第十条第三項に規定する大学総括理事を置く場合にあっては理事長とし、大学共同利

用機関法人にあっては機構長とする。以下同じ。）となるべき者及び監事となるべき者を指名する。 

注）「学長」について定める準用通則法第 14 条第 2 項・第 3 項、第 15 条第 2 項、第 16 条、第 24 条、

第 25 条及び第 26 条の規定は、学長を、①理事長を置く国立大学法人にあっては理事長と、②大学

共同利用機関法人にあっては機構長と、置き換えて適用される。 

以下、これらの規定においては、便宜上、学長を学長と表示する。 

注）「学長」について定める準用通則法第 14 条第 2 項・第 3 項、第 15 条第 2 項、第 16 条、第 24 条、

第 25 条及び第 26 条の規定は、学長を、①理事長を置く国立大学法人にあっては理事長と、②大学

共同利用機関法人にあっては機構長と、置き換えて適用される。 

以下、これらの規定においては、便宜上、学長を学 と表示する。 を学長と  

２ 前項の規定により指名された学長又は監事となるべき者は、国立大学法人等の成立の時において、国立

大学法人法の規定により、それぞれ学長又は監事に任命されたものとする。 

３ 国立大学法人法第十二条第七項（大学共同利用機関法人にあっては、同法第二十六条において準用する

同項）の規定は、第一項の学長となるべき者の指名について準用する。 

第十五条 文部科学大臣は、設立委員を命じて、国立大学法人等の設立に関する事務を処理させる。 

２ 設立委員は、国立大学法人等の設立の準備を完了したときは、遅滞なく、その旨を文部科学大臣に届

け出るとともに、その事務を前条第一項の規定により指名された学長となるべき者に引き継がなければ

ならない。 

第十六条 第十四条第一項の規定により指名された学長となるべき者は、前条第二項の規定による事務の 

引継ぎを受けたときは、遅滞なく、政令で定めるところにより、設立の登記をしなければならない。 

注）政令＝独立行政法人等登記令第2条（設立の登記）。

登記事項：①名称、②事務所の所在場所、③代表権を有する者の氏名・住所・資格、④資本金 

注）政令＝独立行政法人等登記令第2条（設立の登記）。

登記事項：①名称、②事務所の所在場所、③代表権を有する者の氏名・住所・資格、④資本金 

第十七条 国立大学法人等は、設立の登記をすることによって成立する。  
・平成16年の法人化の際は、既存の国立大学及び大学共同利用機関との連続性の確保等の観点から、

準用通則法第16条・第17条に対する特例規定（法人法附則第3条）が定められ、国立大学法人等は、

国立大学法人法等の施行に伴う関係法律等の整備法（平15法117）第2条（国立学校設置法等の廃止） 

の施行の時（平16.4.1）に成立し、設立の登記は「成立後遅滞なく」しなければならないとされた。

・平成17年の国立大学法人筑波技術大学及び国立大学法人富山大学の成立の際も同様の規定が置かれた

（平17法49附則第3条。両法人は法人法改正法の施行の時（平17.10.1）に成立、遅滞なく登記）。 
・なお、国立大学法人名古屋大学は、学校教育法等改正法の施行の時（令2.4.1）において、国立大学

法人東海国立大学機構となるとされた（令元法11附則第6条）。

・平成16年の法人化の際は、既存の国立大学及び大学共同利用機関との連続性の確保等の観点から、

準用通則法第16条・第17条に対する特例規定（法人法附則第3条）が定められ、国立大学法人等は、

国立大学法人法等の施行に伴う関係法律等の整備法（平15法117）第2条（国立学校設置法等の廃止）

の施行の時（平16.4.1）に成立し、設立の登記は「成立後遅滞なく」しなければならないとされた。

・平成17年の国立大学法人筑波技術大学及び国立大学法人富山大学の成立の際も同様の規定が置かれた

（平17法49附則第3条。両法人は法人法改正法の施行の時（平17.10.1）に成立、遅滞なく登記）。

・なお、国立大学法人名古屋大学は、学校教育法等改正法の施行の時（令2.4.1）において、国立大学

法人東海国立大学機構となるとされた（令元法11附則第6条）。

2
0
4

42頁
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代理店委託契約保険会社
三井住友海上火災保険株式会社　　損害保険ジャパン株式会社
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社　　東京海上日動火災保険株式会社

代理店登録：2005（平成17）年2月24日　登録番号：042516660

「金融商品の販売等に関する法律」に基づく、当代理店の金融商品の勧誘方針

（参考）

お客様本位の業務運営方針
　有限会社国大協サービス（以下、「当社」といいます）は、一般社団法人国立大学協会（以下、「国大協」といいます）の会員であ
る国立大学法人等及びその関係者の様々なリスクに備え安心と信頼をお届けするために徹底したサービスを提供することを基本理念と
する会社であり、この基本理念の実現のため、ここに以下の業務運営方針を策定し公表します。

１. お客様の最善の利益につながる保険商品・サービスの開発・改善と提供
　当社は、お客様の抱えるリスクやニーズ、ご意向などを的確に把握し、適切な補償内容を備えた保険商品・サービスを開発・改
善し提供します。
　このため、国大協が毎年全国立大学に対して実施するアンケート、大学への個別訪問、日常のお問合せにより、リスクやニーズ、
ご意向を把握し、保険商品・サービスの開発・改善に生かします。

２. 分かりやすい情報の提供と丁寧な説明
　当社は、提供する保険商品・サービスの内容について、お客様に分かりやすく丁寧に説明します。
　このため、当社及び国大協が毎年定期的に実施する説明会において適切な資料を用いてきめ細かい説明を行うとともに、お客様
の質問に親切・丁寧にお答えします。また、各国立大学の個別の要請に応じた出張説明会も積極的に開催します。さらに、印刷物
やデータによる分かりやすい情報提供に努め、メールや電話による問い合わせにも迅速・親切・丁寧に対応します。

３. 商品・サービスの迅速な契約と事故発生時のサポート
　当社は、お客様に商品・サービスを迅速に提供しご契約いただくとともに、事故発生時には速やかに的確な助言を行いサポート
します。
　このため、お客様の要請に応えることのできる商品・サービスの知見を深め、ご提案、保険料お見積もり、ご契約、保険証券の
お届を迅速に行います。
また、事故発生時には、お客様に速やかに的確なサポートができるよう窓口の体制を整備し、お客様にご案内します。

４. お客様の意向・ニーズに応えられる人材の育成
　当社は、専門的な知識を有し、お客様の意向・ニーズに的確に応えることができ、コンプライアンス意識を持った人材を育成し
ます。
　このため、当社は、社員の専門的知識の学習・研修を奨励するとともに、国立大学の現場を理解できるよう、関係者との意見交
換や訪問の機会を確保します。

５. お客様本位の業務運営に関する全社を挙げた意識の共有
　当社は、社員全員がお客様本位の業務運営に関する意識を共有し、お互いに連携・協力しながら業務品質の向上を目指します。
　このため、当社は日頃から社員全員に本業務運営方針についての理解を徹底し、共有された方針の下で、お互いに意見や知恵を
出しながら業務品質の向上を目指すことのできる風通しの良い業務態勢・環境を構築します。

損害保険代理店「国大協サービス」として、国大協が実施する国立大学法人総合損害保険や各国立大学が手配する
損害保険について、募集業務、契約締結業務、保険料集金業務、契約維持業務、事故報告に関する相談業務、リ
スクマネジメントや保険手配に関する相談業務を行います。

１. 商品の販売にあたっては、保険業法、金融商品の販売等に関する法律その他の関係法令等を守り、適正な販売に努めてまいります。

２. 商品の販売にあたっては、お客さまに商品内容を十分ご理解いただけるよう、知識の修得、研さんに励み、わかりやすいご説明に努め
てまいります。

３. お客さまの商品に関する知識、ご購入目的、財産の状況等を総合的に勘案し、ご意向と実情に沿った商品をご選択いただけるよう努
めてまいります。

４. 市場の動向に大きく影響される商品については、お客さまの判断と責任において取引が行われるよう、適切な情報提供に努めてまい
ります。

５. 商品の販売にあたっては、お客さまの立場に立って、時間、場所等について十分配慮するよう努めてまいります。

６. 万一保険事故が発生した場合におきましては、保険金のご請求にあたり適切な助言を行うよう努めてまいります。

７. お客さまのご意見、ご要望等をお聞きし、商品ご提供の参考にさせていただくよう努めてまいります。
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個人情報保護に関する基本方針【プライバシーポリシー】
　当社は、個人情報保護の重要性に鑑み、また保険業に対するお客さまの信頼をより向上させるため、個人情報の保護に関する法律（個
人情報保護法）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）、その他の関係法令、関係官庁
からのガイドライン、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインなどを遵守して、個人情報を厳正・適切に取り扱うとともに、
安全管理について適切な措置を講じます。
　当社は、個人情報の取扱いが適正に行われるように、従業者への教育・指導を徹底し、適正な取扱いが行われるよう取り組んでまい
ります。また、個人情報の取扱いに関する苦情・ご相談に迅速に対応し、当社の個人情報の取扱いおよび安全管理に係る適切な措置に
ついては、適宜見直し、改善いたします。

1. 個人情報の取得
当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。
（個人番号および特定個人情報については、下記６．をご覧ください。）

2. 個人情報の利用目的
当社は、保険会社から保険募集業務の委託をうけて取得した個人情報（個人番号および特定個人情報については、下記６．をご覧
ください。）を、損害保険およびこれらに付帯・関連するサービスの提供等の業務の遂行に必要な範囲内で利用します。
当社は複数の保険会社と取引があり、取得した個人情報を取引のある保険会社の商品・サービスをご提案するために利用させてい
ただくことがあります。
上記の利用目的の変更は、相当の関連性を有すると合理的に認められている範囲にて行い、変更する場合には、その内容をご本人
に対し、原則として書面などにより通知し、または当社のホームページ（http://www.janu-s.co.jp/）などにより公表します。
当社に対し保険業務の委託を行う保険会社の利用目的は、保険会社のホームページ（下記）に記載してあります。
＜損害保険会社＞
　■　三井住友海上火災保険株式会社（https://www.ms-ins.com）
　■　損害保険ジャパン株式会社（https://www.sompo-japan.co.jp/）
　■　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）
　■　東京海上日動火災保険株式会社（https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/）

3. 個人データの安全管理措置
当社は、取り扱う個人データ（下記６．の個人番号および特定個人情報を含みます。）の漏えい、滅失または毀損の防止、その他
個人データの安全管理のため、安全管理に関する取扱規程などの整備および実施体制の整備など、十分なセキュリティ対策を講じ
るとともに、利用目的の達成に必要とされる正確性・最新性を確保するための適切な措置を講じ、万が一、問題等が発生した場合
は、速やかに適当な是正対策を行います。

4. 個人データの第三者への提供
当社は、次の場合を除き、あらかじめご本人の同意なく第三者に個人データ（個人番号および特定個人情報については、下記６．
をご覧ください。）を提供しません。
①法令に基づく場合
②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
　また、個人データを第三者に提供したとき、あるいは第三者から提供を受けたとき、提供・取得経緯等の確認を行うとともに、

提供先・提供者の氏名等、法令で定める事項を記録し、保管します。
5. センシティブ情報の取扱い

当社は、要配慮個人情報（人種、信条、社会的身分、病歴、前科・前歴、犯罪被害情報などをいいます。）ならびに労働組合への
加盟、門地および本籍地、保健医療および性生活に関する個人情報（センシティブ情報）については、次の場合を除き、原則とし
て取得、利用または第三者提供を行いません。
①法令等に基づく場合
②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合
③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のため特に必要がある場合
④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合
⑤保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体若しくは労働組合への所属若しくは加盟に関する従業員等

のセンシティブ情報を取得、利用又は第三者提供する場合
⑥相続手続を伴う保険金支払事務等の遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、利用又は第三者提供する場合
⑦保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲でセンシティブ情報を取得、利用又

は第三者提供する場合
6. 個人番号および特定個人情報の取扱い

当社は、個人番号および特定個人情報について、法令で限定的に明記された目的以外のために取得・利用しません。番号法で限定
的に明示された場合を除き、個人番号および特定個人情報を第三者に提供しません。

7. 個人情報保護法に基づく保有個人データの開示、訂正、利用停止など
個人情報保護法に基づく保有個人データ（上記６．の個人番号および特定個人情報を含みます。）に関する開示、訂正または利用
停止などに関するご請求については、データの保有者である保険会社に対してお取り次ぎいたします。

8. お問い合わせ先
ご連絡先は下記のお問い合わせ窓口となります。また保険事故に関する照会については、下記お問い合わせ窓口のほか、保険証券
記載の保険会社の事故相談窓口にもお問い合わせいただくことができます。
なお、ご照会者がご本人であることをご確認させていただいたうえで、ご対応させていただきますので、あらかじめご了承願いま
す。
＜代理店＞　所在地／ 東京都千代田区神田錦町3-23　錦町ＭＫビル6階
　　　　　　名　称／ 有限会社　国大協サービス
　　　　　　電　話／ 受付時間　9:15～17:45（土日、祝日、年末年始を除く）
　　　　　　電子メールアドレス／ info@janu-s.co.jp
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国大協サービスへお立ち寄りください
○�弊社事務所は学術総合センターから徒歩約5分、KKRホテル東京のすぐ 

近くにあります。
　�打合せのスペース、パソコン、コピー等もご利用いただけますので、お気 

軽にお立ち寄りください。

至
お
茶
の
水

至
水
道
橋

至
神
田
駅

靖国通り 

A9 

神保町駅 

学士会館 北日本銀行 

ちよだプラットフォーム 
スクウェア 

気象庁 

如水会館 

パレスサイドビル 

竹橋駅 

皇　居 

小学館 

共立講堂 

三菱UFJ銀行 

り
通
山
白

り
通
郷
本

三井生命ビル

3b

A7 

B6 

速高都首

5
線号

学術総合センター
（4階国立大学協会） 

駅
町
川
小

駅
町
手
大

B7 

C1C2a

経団連会館
C2b

首都高速環状線
KKRホテル東京 

ヒロセビル
TG安田ビル

メットライフ神田
錦町ビル 

国大協サービス
（錦町MKビル 6F）

ヒロセビル 鹿屋アスリート
食堂

ちよだプラットフォームスクウェア 

TG安田ビル

錦町河岸

メットライフ神田
錦町ビル 

首都高速環状線
KKRホテル東京 

気象庁 竹橋駅3b出口

住　所／〒101-0054　東京都千代田区神田錦町3-23
 錦町MKビル6階
電　話／03-5283-0051・050-3533-8794
F A X ／03-5283-0052　E-Mail ／ info@janu-s.co.jp
U R L ／https://www.janu-s.co.jp

■交通のご案内 
◎ 神保町駅 下車（A9出口から徒歩7分） 
　東京メトロ半蔵門線 
　都営地下鉄三田線／都営地下鉄新宿線 

◎ 大手町駅 下車（C2a・C2b出口から徒歩6分）
　東京メトロ丸ノ内線
　東京メトロ東西線
　東京メトロ千代田線
　東京メトロ半蔵門線　
　都営地下鉄三田線

◎ 小川町駅 下車（B7出口から徒歩8分） 
　都営地下鉄新宿線 

◎首都高速道路 
　神田橋 

一ツ橋
インターチェンジを
ご利用下さい。 

◎  竹 橋 駅   下車（3b出口から徒歩5分） 
　東京メトロ東西線 


